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第65回産業統計部会議事録 

 

 

１ 日 時 平成28年11月29日（火）9:56～12:00 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎６階特別会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

川﨑 茂（部会長）、河井 啓希、西郷 浩 

【審議協力者】 

財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、愛知県 

【調査実施者】 

経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室 秦室長、城田統括統計官ほ

か 

【事務局（総務省）】 

横山大臣官房審議官 

統計委員会担当室：山澤室長、吉野政策企画調査官 

政策統括官(統計基準担当)付統計審査官室：澤村統計審査官、内山国際統計企画官ほ

か 

 

４ 議 題 経済産業省生産動態統計調査の変更について 

 

５ 議事録 

○川﨑部会長 これから第65回産業統計部会を開催させていただきます。今日は皆様お忙

しい中、御出席いただきまして大変ありがとうございます。 

 今日の審議案件は去る11月18日の統計委員会で総務大臣から諮問されました「経済産業

省生産動態統計調査の変更について」ということですが、今回の審議は、専門委員や行政

機関以外の審議協力者として新たに参加される方もいらっしゃらないので、個々の自己紹

介は省略させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 では、早速審議に入りたいと思いますが、それに先立ちまして配布資料について事務局

から説明をお願いいたします。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。本日

の配布資料につきましては、議事次第にありますとおり、資料１が委員会諮問時の資料、

資料２が審査メモ、資料３が審査メモの中で示した論点に対する経済産業省の回答となっ

ております。また、参考資料としまして、参考１が委員名簿、参考２が日程となっており

ます。なお、資料番号は付しておりませんが、座席図、出席者名簿、さらに11月18日の統

計委員会において本調査について諮問をした際に委員の皆様から示された意見の要旨もお
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配りしております。さらに、メーンテーブルの方には席上配布資料を１枚配布しておりま

す。Ａ４サイズの横のものでございます。席上配布資料につきましては、大変恐縮ではご

ざいますが会議終了後に回収させていただきますので、お帰りの際はお席にそのまま置い

ていただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。それでは、本日はこの資料に沿って審議をさせ

ていただきますが、それに先立って私から３つほど申し上げたいと思います。 

 １つは、いつもの部会審議と同様に、資料２の審査メモに沿いまして審議を行っていき

たいと思います。最初に事務局から審査状況及び論点を説明いただいて、それから経済産

業省から御回答をいただいて、それに対しての質疑という形で進めさせていただきたいと

思います。 

 それから２番目ですが、この調査については12月20日を次回の第２回の部会としまして、

そこで審議を行いまして、最終的には１月27日の統計委員会で答申案を報告できればと考

えております。それから、時間がもし足りない場合には、委員会でもお決めいただいた書

面による審議というものも活用しながら、効率的に審議を進めたいと思っております。 

 それから３点目ですが、本日12時までには終了させたいと考えておりますが、もし予定

時刻を過ぎました場合には、御予定のある方は御退席いただいて結構でございます。 

 ということで、これから進めさせていただきますが、最初に諮問時の統計委員会で御意

見を委員長からいただいております。皆様御出席ではありましたけれども、これにつきま

して、ごく簡単に事務局から御紹介いただきたいと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 それでは、事務局から。資

料番号を付しておりませんけれども、諮問の際に委員から示された御意見（要旨）という

ことで、１枚紙を付けております。部会審議に資するため便宜的に作成したものでござい

ますので、御了承いただければと思います。 

 11月18日の統計委員会で諮問の概要説明をした際に、委員長からコメントを頂戴してお

ります。黒丸で記載しているのが委員長の御意見ということなのですが、調査方法の変更

理由のところについてコメントを頂戴しています。資料中では、「経済産業省の業務を重点

化する、そして持続的に質の高い統計作成を可能にする」旨を変更理由として挙げていた

のですが、これに対しまして、「それがきちんと実行してフォローアップされることが重要。

さらには初めから民間委託ありきということではなくて、ノウハウがしっかり継承される

こと、体制が整備されることといったことについて、部会できちんと審議をしていただき

たい」というコメントでございました。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。ということで、委員会の方では、特に委員長が

強い関心をお示しになっておられて、私もこの点は大変大事なことだと思っておりますの

で、是非委員の皆様方、各省の皆様にも御協力いただきながら、これらの点を確認してい

きたいと思っております。 

 それから、諮問資料そのものにつきましては既に委員会の本体での御説明もいただいて
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おり、御出席の方々が多いと思いますので、改めての説明は省略させていただきたいと思

います。 

 それでは、これから資料２の審査メモに沿いまして一つ一つ論点を挙げながら確認をし

ていきたいと思います。また、特に委員の皆様におかれましても、ここで一応事務局から

論点を挙げていただいておりますけれども、これに必ずしも十分カバーされていない点や、

お気付きの点も出てくるかもしれませんので、それらにつきましては随時提起していただ

ければありがたいと思っております。 

 それでは、個別の審議ということで、資料２に沿いまして順番に検討してまいりたいと

思います。まず、項目ごとに進んでまいりたいと思いますが、１番目の調査方法の変更に

ついてというのが１ページ目にございますが、こちらにつきまして事務局から事前審査の

状況ですとか、論点の説明をお願いしたいと思います。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。資料

２の１ページ目を御覧ください。調査方法の変更というところの変更概要につきまして、

まず説明をさせていただきます。本調査で用いられている109種類の月報のうち、経済産業

省の直轄調査及び経済産業省経済産業局経由の月報の一部、言い換えますと都道府県経由

を含まない46月報です。表１を見ていただきますと、この上の３つの部分、この46月報に

係る送付・回収・督促、審査・照会、集計等といった業務を、平成29年９月分調査から民

間事業者に一括して委託するというのが、今回の変更の概要でございます。 

 続いて、審査状況でございますが、今回の変更は民間事業者のノウハウやリソースを利

活用するとともに、経済産業省の業務を統計調査の企画・設計・分析等に重点化すること

で、調査結果を安定的かつ効率的に提供するため、実施するということとしております。

これにつきましては、「公的統計の整備に関する基本的な計画」において記載している民間

事業者を活用する際に留意すべきとされている点を満たしているかどうかというところや、

その効果や影響等について６点、ａからｆの論点として確認する必要があると考えており

ます。 

 続いて、論点について説明をさせていただきます。まず、ａの論点というところですが、

ａの論点としましては「民間委託を計画している月報の範囲等」について説明をさせてい

ただきます。ａの論点については大きく２点ございます。１点目としては、今回民間委託

の対象となる月報がどのような品目か、またそれらはＩＩＰ（鉱工業指数）等においてど

の程度のウエイトを占めるのかという点。２点目としては、今回の民間委託の対象となる

月報の範囲を定めた考え方、及び今回、民間委託の対象とならない県経由の部分の月報の

今後についてという点でございます。 

 続いて「ｂ 民間委託の開始時期」の論点について説明をさせていただきます。民間事

業者への今回の委託開始時期を平成29年９月分調査からとしている理由について、論点と

して挙げさせていただいております。 

 続いて３点目としては、「ｃ 民間委託の業務内容」について説明をさせていただきます。

ｃの論点としましては大きく２点ございます。まず１点目としましては、民間委託の対象

となる業務内容について、また民間委託後の経済産業省と民間事業者との業務調整につい
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て説明していただきたいと思っております。２点目としましては、民間委託への変更によ

り期待される効果について説明をしていただければと考えております。 

 続いて、４点目としては、「ⅾ 民間事業者を活用する際の留意点」について述べさせて

いただきます。ⅾの論点としては、多いですが、大きく４点ございます。１点目としまし

ては、結果精度の維持・向上について。具体的には高い回収率の維持や正確な回答の確保

を維持するための取組等を想定しております。２点目としましては、報告者の秘密保護に

ついて。具体的には秘密保護徹底のための対応や仕様書への明示方法等について想定して

おります。３点目としましては、信頼性の確保について。具体的には民間事業者への委託

により報告者に不信感や拒否感を持たれないようにするための取組、また仕様書への明示

方法等を想定しております。４点目としましては、民間事業者の履行能力の確認について。

具体的にはどのように確認するのか、また仕様書への明示方法等について想定しておりま

す。４点目の論点としては以上でございます。 

 続いて、５点目としては、「ｅ 実査スケジュール」についてです。この論点としまして

は、民間委託への変更に伴う月報の実査に係るスケジュール、配布から公表までの影響に

ついてを説明していただきたいと考えております。 

 最後に、６点目としては、「ｆ 民間委託後の影響評価」についてです。ｆの論点として

は、民間委託への変更後の調査結果の影響についての検証予定についてというところを説

明いただく予定でございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。まずそのような論点を挙げていただいておりま

すが、では、これにつきまして調査実施者から御説明をお願いしたいと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 経済産業省鉱工業動態統

計室長、秦でございます。経済産業省生産動態統計調査の計画変更の御審議をよろしくお

願いいたします。 

 それでは、資料３、経済産業省説明資料がございます。この後ろには別紙１、別紙２－

１、別紙２－２がございます。更に、席上配布資料が１つございます。これらに基づきま

して、順に御説明させていただきます。 

○川﨑部会長 申し遅れましたが、これは論点がたくさんございますので、全部通しとい

うよりも、まずはａ、ｂというという形で論点を分けて御説明をお願いしたいと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、経済産業省生

産動態統計調査の作業フローについて、年間及び毎月どんな業務を行っているか、その流

れは何かといったところを御説明させていただきます。資料は別紙２－１を御覧ください。

なお、民間委託後に関しては、後ほど、論点「ｃ民間委託の業務内容」で御説明させてい

ただきます。 

 それでは、「作業フローチャート１」でございますが、上から年１回の調査内容の見直し、

そして関係書類の作成・送付、中ほどのＣ以下ですが、一月分の、私どもは「月例作業」

と呼んでおります業務の内容になります。業務の色分けでございますが、凡例は左上に記

載してありますとおり、黄色が経済産業省本省の作業、緑色が既に外注化している作業に
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なります。以後、経済産業省生産動態統計調査を「生動調査」、経済産業省本省を「本省」、

経済産業局を「局」、そして都道府県を「県」と略して説明させていただきます。 

 では、作業フローについて上から説明をさせていただきます。「Ａ.調査の企画・設計」

ですが、ここでは主に調査品目の新規・統合・廃止等について調査内容の見直しを行いま

す。関係部署との意見調整後、総務大臣への申請、統計委員会への諮問・答申、そして総

務大臣の承認後、調査規則の改正等の手続を行います。これと同時に、調査票や記入要領

を改正内容に沿って見直しを行い、この内容により１年分の調査関係書類を毎年７月ごろ

に印刷発注を行っております。 

 「Ｂ.調査票等の送付・配布」でございますが、本省の直轄分の事業所への送付及び本省

から局・県への送付については、これまでも外部委託をしておりました。受け取った局で

は、まず各事業所への送付作業、同様に、県も送付又は調査員経由で配布をお願いしてい

ます。なお、調査系統、経由区分ですが、調査対象事業所により、本省直轄、局及び県が

ございますが、大まかな区分としては、本省直轄が主に鉄鋼業や石油化学、石油製品とい

った大規模工場、県の方にお願いしているのは繊維や陶磁器等の窯業関連、主には地場産

業に近いのでしょうか、そのような小規模工場をお願いしており、局がその中間の中規模

という仕分けをしております。 

 これ以降、一月分の月例の作業の説明でございます。「Ｃ.調査票の回収」です。局と県

では各経由分の紙の調査票とオンライン調査票を回収し、審査を行っていただき、場合に

よっては疑義照会をして修正をする場合もございます。また、未提出事業所については督

促を行っていただきますが、本省から直接、「これも追加で回収してください。」とお願い

をすることもございます。回収した紙の調査票については本省へ送付し、本省でも同時に

直轄分の回収・督促を行うという流れでございます。 

 続きまして「Ｄ.調査票の受付・審査・集計」でございますが、本省では本省直轄分を含

め、局・県から提出された紙の調査票の事前審査をして、個票データの電子化作業を外注

します。これを私どもでは「パンチ出し」と言っていますが、このパンチ出しは速報集計

まで３回、その後確報集計まで２回行っております。オンライン提出された個票と紙で提

出された個票について、経済産業省調査統計システム、通称ＳＴＡＴＳと呼ぶシステムに

格納されたデータを審査し、疑義については、直轄分は本省から直接電話・メール等によ

り事業所へ、局・県経由については局・県にメール等により事業所への照会を依頼してお

ります。 

 また、ＣとＤは別々に記載されておりますが、実際には同時進行でございます。また、

速報値のサマリ審査、私どもは集計値を審査することを「サマリ審査」と呼んでおります

が、回収状況を見ながら適宜行っておりますし、サマリ審査後に個票審査に立ち返って個

票審査を再度行うこともございます。公表日の４日ほど前には、速報値をおおむね確定し

て、公表資料を作成していくという流れでございます。 

 「Ｅ.調査結果の公表（速報値）」では、毎月月末の８時50分に当省のホームページで鉱

工業指数と同時公表を行っております。その後は確報公表に向けて、この時点ではまだ未

提出事業所がありますので、未提出事業所の督促・回収、パンチ出し、個票審査、サマリ
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審査、公表資料の作成といった、速報公表時までとおおむね同様の流れの作業を行い、翌

月の中旬ごろ確報値をホームページに、やはりＩＩＰの確報と同時に公表しております。 

 以上が調査の企画・設計、調査関係書類の作成・送付と、一月分の月例作業に関する作

業フローになります。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。論点に入る前に、きちんとこういう作業フローチ

ャートを示しながら、全体の業務の御説明をいただいたということでありますが、この段

階で、まず基本的な理解として、作業フロー等につきましての御質問、御確認等がもしあ

りましたらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 私から教えていただきたいことがあるのですが、これは一応全体のフローチャートをよ

く示していただいていると思うのですが、調査対象は企業ではなくて事業所ですよね。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 基本、事業所でございま

す。 

○川﨑部会長 その事業所が交替するような場合というのは、この中ではどこで処理が行

われることになりますか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それは毎月の調査のとき

に、例えば調査対象品目をもう製造していない、つまり対象外になるというのはその都度

把握して、その月から調査対象から除外する。又は新規で事業所ができたという時は、そ

の月から調査対象として新たに記入依頼をして回収をしていくというものでございまして、

基本的にサンプリングの入れ替えということはございません。 

○川﨑部会長 なるほど。それは理解するのですが、プロセスの中で、どこで新規の事業

所に対してアプローチをする段階が発生するのかというのが、この流れの中で見えないと

思ったのですが、要するに何らかの生産状況の変化で新しい事業者にアプローチすること

は当然あるわけですけれども、その時にお宅が当たりましたよと言って、初めて回答して

いただくときは接触がありますよね。その部分というのはこのステップでいえば11月のＢ

のところでやることになるのですか。そうすると、そこは民間委託ではないですね。この

図の中でいえばどこに当たるのかというのが分からないのです。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 新規改廃につきましては

年１回それを取り込む又は削除するということではなくて、毎月情報を収集し、これとは

別に作業として、調査対象を捕捉しながら進めていくという作業でございます。そういう

意味で、例えば局から情報が上がってくることもございますし、私どもが新聞やいろいろ

な情報を見ながら新しいものを捕捉し、確認した上で調査対象に組み入れていくものです。 

○川﨑部会長 その最初の組み入れていくプロセスは、民間委託との関係でいえばファー

ストコンタクトの部分ですが、お尋ねしたいのは、それがどっちなのかということなので

す。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 これは本省が当面やるべ

きと思っております。委託部分に該当する調査票につきましては、当然、工場が開設され

ましたというだけではなくて、本当にそれが対象品目なのか、対象事業所なのかというこ

とをきちんと把握した上で調査に組み込まなければいけない、また、お願いをきちんとし
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なければいけないということから、本省が当面対応することになると考えてございます。 

○川﨑部会長 そこの部分はこの中では、調査対象が確定した前提で流れが記載されてい

るので、そこの部分はここの枠外で処理をされている、対処されていると理解すべきなの

ですね。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 そのとおりでございます。 

○川﨑部会長 そういうことで、本省側の対処ということですね。分かりました。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 部会長、よろしいですか。

今、新規選定に関しては一応この表の枠外というお話だったのですが、強いて入れるとす

れば、ＡからＢにかけて「調査関係書類の印刷」、それから矢印で「調査関係書類の送付」

というところがありますので、この間の段階で、「このようなところが新しい事業者なので

ここも追加で送ってください」というような形で、送付業者さんにお願いされて送っても

らうという、そんな感じでしょうか。 

○川﨑部会長 タイミング的にはそこに入るということですよね。私は理解しましたが、

よろしいでしょうか。少し細かなところをお尋ねしましたけれども。よろしいですか。 

 他には何かございますでしょうか。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 よろしいでしょうか。 

○川﨑部会長 どうぞ。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 １点だけ確認なのですが、この

ＣとＤのところはほぼ重なり合いながらやっているという、対応をされているということ

でございましたけれど、その時の管理としては、月報と呼ばれている調査票ごとに回収が

どうなっているかとか、数値がどうなっているか区分しておられるということなのか。そ

れとも、もう少しまとまりと言ったらおかしいのですけれども、そういう単位でやってお

られるのか。その辺りはどうなっているのでしょう。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 調査票、月報について私

どもの部屋の中で各担当者がございます。その担当者が調査票の集まり具合を見ながら、

必要な督促・審査をしていくものでございまして、生動調査全体ではなくて、月報ごとに

管理をしているという流れでございます。 

○川﨑部会長 よろしいですか。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 はい。 

○川﨑部会長 また、今後の論点の審議の中でいろいろ疑問も出てくるかと思いますが、

その時には、またこの方法を確認するということで戻っていただければと思います。 

 それでは、まずは基本的なフローを理解した上で、早速論点に対する御回答に入ってい

きたいと思います。では、論点の御回答としましては、まずたくさんございますので、ａ

とｂの、「民間委託を計画している月報の範囲」ということ、それから「民間委託の開始時

期」ということを中心に御説明をお願いしたいと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 では、ａといたしまして

「民間委託を計画している月報の範囲等」について御説明します。まず①については別紙

１を御覧ください。 
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 別紙１と書かれた表面ですが、こちらは現在計画してございます平成29年９月分から民

間事業者に委託予定の46月報になります。調査票の名称でおおむねどんな品目が入ってい

るのかご理解いただけるかと思います。この46月報で調査している品目に関して、ＩＩＰ

との関係についての論点でございます。現行、平成22年基準ＩＩＰに利用されている品目

は、資料３の説明資料の１ページの表にありますように、付加価値額生産ウエイトでは全

体の28.1％、出荷額ウエイトでは32.3％、在庫額ウエイトでは46.9％でございます。一方、

ＩＩＰの採用品目、品目ベースでの割合でいいますと、生産、出荷が38.2％、在庫が50.6％

でございます。 

 ２番目といたしまして、今回民間委託を導入する範囲の特徴といたしましては、資料３

の９ページに「提出率」がございます。平成27年ですと、全体で約93％、その内訳として、

オンラインで提出されたものが約55％、紙調査票で提出されたものが38％といった状況で

ございます。調査系統別では、本省直轄が全体の提出率で95％、局経由が約97％、県経由

が約88％でございます。また、オンラインの回答の浸透状況については、本省直轄が約64％、

局経由が約67％、県経由が約36％でございます。 

 資料３の説明資料１ページの四角囲みで３番目になります。今回民間委託予定分の調査

方法は、オンライン又は郵送調査のみでございまして、委託後もオンライン・郵送といっ

た調査手法自体の変更はありませんので、調査方法の変更については規模が小さいと考え

ているところでございます。 

 ４番目といたしまして、円滑な集計業務の維持ということでございます。毎月の集計作

業までの一連の作業を円滑に効率的に実施するためには、回収した調査票を審査し、その

結果を集計するまでの事務が一本化されている必要があると考えております。 

 これらを総合的に勘案した結果といたしまして、郵送又はオンラインにより実施してい

る本省直轄又は局経由のみを調査系統としている46月報を民間委託の対象とした次第でご

ざいます。結果的に、調査系統に県経由が含まれる月報を除いたものとなった次第でござ

います。 

 なお、今回民間委託の対象となる事業所数でいえば約5,900ほどでございます。これは全

体の約36％程度でございますが、その内訳につきましては後ほど御説明させていただきま

す。また、県経由が系統に含まれる63月報については、ここの論点にございますが、法定

受託事務として実査を担当している県の皆様から意見を丁寧に聞かせていただく一方で、

先行して民間委託する46月報の状況を踏まえ慎重に検討し、県経由の月報についても民間

委託が可能かつ合理的という結論が得られるようであれば、その方向での変更も選択肢の

１つとして考えているところでございます。 

 続けて、「ｂ 民間委託の開始時期」について説明いたします。生動調査の民間委託につ

きましては、通常の業務と同時並行で追加的に準備を進め委託業務を開始することになる

ことから、着実に民間委託を進めるためには、通常業務の事務繁忙期と民間委託の集中的

な準備期間などが極力重ならないようにすることが必要であり、重要なことと考えてござ

います。生動調査は御案内のとおり１月分調査を開始月とした１年サイクルで実施してお

りまして、４月から６月においては、まず、前年１年間の確報公表からの修正分を取り込
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む、いわゆる年間補正といっていますが、年間補正後の年報を、全体でこれは６冊ありま

すけれども、この作成・公表作業がございます。これに加えて、翌年の調査関係書類の原

稿作成を行うこと、更には、夏ごろ毎年開催しております局担当官会議や県のブロック会

議の準備がございまして、１年の中では事務の繁忙期に当たります。 

 一方で、民間委託のために集中的な準備事務があり、例えば、会計手続、各種マニュア

ル等の作成準備、マニュアルに関しては受託業者用の審査マニュアルやシステム運用マニ

ュアルといったものを作成した上で、委託事業者が決まりましたら、これらマニュアル等

の指導・研修を行う必要があります。これに約３か月から４か月程度を要すると思われる

ことから、十分な準備を行った上で外注業者が円滑に業務を開始するためにはこれらの期

間が重ならないようにすることが重要であることから、その結果、９月分からが良いとい

う判断をしたわけでございます。 

 なお、今年、一部調査業務の民間委託を開始しました商業動態統計調査、「商動調査」と

略しますけれども、商動調査も同様の理由で９月分調査を開始としたところです。実際、

商動調査がちょうど９月分から行ったところですが、確認しましたところ、やはり準備に

４か月程度費やしているということでございました。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。では、ａの民間委託の計画の範囲と、それから

ｂの民間委託の開始時期という論点についての御説明をいただきましたが、これらにつき

まして何か御意見、御質問等がありましたらお願いしたいと思います。 

 どうぞお願いします、西郷委員。 

○西郷委員 民間委託を、民間を活用する範囲というのが郵送やオンラインに一応限定さ

れているということは、商動調査のときの議論に照らして適切な判断なのかとは思います。

ただ、商動調査のときと著しく異なるのは、調査の中で占めている規模が、商動調査のと

きは割合少なかったように記憶しておりますけれども、今回の場合には半分、かなりの部

分が民間委託で賄われるということになるので、少し商動調査のときとは違う議論も必要

なのかとは思っております。 

 先ほど商動調査のときに準備期間が３か月ないし４か月ぐらい必要だというお話があっ

たのですけれども、実際に商動調査の方で民間事業者の活用というのをやってみて、事前

に思っていたのとは違うような事態というのは生じていないのかどうか。今回はそれより

も規模が大きくなるので、そういった不測の事態というのがより発生しやすくなると思う

のですが、それについては何か商動調査との関連で準備なさっていることがあったら教え

ていただきたいのです。 

○川﨑部会長 では、お願いいたします。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 お答えします。まず１点

目、商動調査で事前に外注作業を考えていた以外のことが何か発生したかを確認しました

ところ、特になく、事前の想定内で民間委託が開始できたと確認しております。 

 もう１点、確かに生動調査は月報数が多いわけですが、事前の準備をその期間だけでは

なく、それ以前からできることは着々と準備を進めているところでございますので、多分
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そのぐらいの期間で技術移転も含めて指導、準備ができるのかとは思っております。 

○川﨑部会長 よろしいですか。他にはいかがでしょうか。 

 河井委員、お願いします。 

○河井委員 資料２の審査メモの表１で、調査系統と民間事業者委託と変更がないという、

整理されている表があるわけなのですが、先ほどのフローチャート、別紙２－１と比較す

ると、調査方法で切るよりは、例えば本省が今やっている大規模工場と、あと中規模工場

に関しては全て局で、表１の①と②の系統は民間委託して、県が担当している③のところ

の下の４つのところだけを変わらず民間に委託しないという選択肢もあったと思うのです

が、そうしないでこういう形にされたというのは、フローチャート上のどういう理由でそ

ういう判断をされたのでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 お答えします。これは資

料３の説明資料の１ページ目の②の４番目にございますところに該当します。つまり、１

つの月報で複数の調査ルートがあり、そのときに複数の調査ルートで分けて外注したら、

というお話です。そうすると、集計した結果のどこがおかしいのか、集計してサマリ審査

したときに、その中で再度、もう１回見なければいけないといったときに、どこに確認す

るのか、その集計値の確認も含めて、私どもは一貫して、一括して最初に外注業者にお願

いをしたい。自分で集めたものについてきちんと審査をし、集計をして、仮の集計値を私

どもに報告してもらいたいということであり、その単位で整理したということでございま

す。 

○河井委員 一括した方がよいという御判断ということですね。 

○川﨑部会長 よろしいでしょうか。 

 私からも２点ほどお尋ねさせていただきたいと思いますが、民間委託の開始時期に関連

してなんですが、開始時期そのものというよりも、こういう民間委託の業務サイクルみた

いな観点からお尋ねするのですが、１つは、これまでやってきた業務を民間という別の主

体に委託するときにはそれなりの準備が必要なので、やはりこれだけの時間がかかるだろ

うというのは私も容易に想像ができるところなのですが、これというのは、例えば単年度

発注すると、頻繁にこれが起こるわけです。その辺りというのは大体今のところ何年ぐら

いの契約サイクルを想定されているのでしょうか。確定的なことはおっしゃりにくいかも

しれませんが、その辺りのイメージを教えていただけたらというのが１点です。それから

もう１点は、こういう事業者へのノウハウの伝授に当たってのいろいろなマニュアルとか、

研修とかをされるということですが、大体どんな項目から構成されていくのだろうかと思

います。今でも結構ですし、また次回部会でも結構ですが、かなり準備の量は多いと思い

ますけれども、どのようなことを押さえていったらきちんと伝わっていくのだろうかとい

う点で、念のため確認をさせていただきたいと思います。 

 この２点について教えていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 まず１点目でございます。

最初に契約する場合には、どうしてもその年度内業務に限定されるということがあります。

ただ、将来的には、やはり契約行為が毎年度発生しないとか、又は事業者がそのノウハウ
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をきちんと蓄積し習熟していくということを考えれば、複数年契約が望ましいとは考えて

おります。そういう環境が整ったところで十分検討していきたいと思っております。 

○川﨑部会長 ちなみに、いわゆる公サ法（競争の導入による公共サービスの改革に関す

る法律）による複数年度契約の対象にはなっていないのですか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、これは単年度でご

ざいます。 

○川﨑部会長 そうすると結構厳しいですね。作業的にも、業務の継続とか、それから事

業者が継続できるかどうかということは全く分からないわけですね。だから、この翌年度

になると、また新たな入札で民間事業者が入れ替わるということが起こりうる。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい。 

○川﨑部会長 少し煩雑だし、心配ですね。ありがとうございます。 

 もう１点の方はいかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それにつきましては、ま

ず審査をするというところのノウハウ、審査マニュアルや督促のマニュアル等はきちんと

作りたいと考えてございます。督促については、例えば、この事業所については何日以降

に督促しているとか、方法等も含めて、私どもが持っている情報、そして局が実際窓口と

して持っている情報を収集・整理して、それをマニュアル化して伝達していきたいと考え

てございます。 

○川﨑部会長 そうですね。確かにこれは個別の業務内容ごとにいろいろな書類を作らな

いといかんということでしょうから、なかなか包括的に短時間でこういうものを作ります

とおっしゃりにくいところはあるのでしょうが、是非、今後の項目ごとの審議の中でも、

この辺りは特に重点的に伝授しなければいけないということも、また触れていただけたら

と思います。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 先ほどの説明に１点だけ確認で

すけれども、１月から１年サイクルでこの調査は動いている。一方で、単年度契約、年度

で考えれば４月開始です、事前に手続をしたとしても４月から契約が開始になります。そ

の１－３月というのは無視して、年度ごとに業務を進める、つまり、生動調査全体として

は１年サイクルで動くけれども、民間委託の部分は年度で４－３月で動くと理解してよい

のかという点と、もう１点だけ追加で、資料３の説明資料の２ページの上の「なお」書き

のところに、先行して今回、民間委託する46月報の状況を慎重に検討して残りの部分につ

いても考えますという話なのですが、先ほどの委員からの質問の回答にもありましたよう

に、都道府県がやっている部分は小規模事業所ということで、今回、民間委託される中・

大規模のところとは様相が違う。それを今回の検証結果や、都道府県の意見も聞かれると

は記載してありますけれども、イコールになるのかと。調査員調査の部分や、対象となる

事業所規模については、かなり状況が違っており、これらというのは今回先行的にやるか

らイコール将来もみたいなところに結び付きにくい部分かと思うのですが、その辺りはど

う考えておられるのか、２点だけ今、確認させてください。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。私もその辺りは心の中では懸念しながらも、もう
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少し先で挙げればよいかと思ったのですが、せっかくこの論点を出していただいたので、

今の時点での御回答なり、何かコメントをいただけたらと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 私どもは予算でやってい

る以上、会計年度というのはどうしても避けられないことでございますので、現時点では

契約も年度ごとでしか対応できません。これはいかんともしがたい制度だと思ってござい

ます。 

 それからもう１点、県経由について、そもそも先行して民間委託をする月報と調査対象

規模が違うのではないか、一部別の考え方が必要なのではないかということも含めて、私

どもはまずこの形で外注した後に、共通する部分、更に、審査官が言われたように、調査

員調査もまだ実施されている県はございますので、今回にない事例や切り替えた事例等を

踏まえまして、十分慎重に検討していきたいと考えております。 

○川﨑部会長 分かりました。いずれにしましても、今の２番目の論点につきましては、

西村委員長の御発言の中にも、「最初から民間委託ありきではなく。」という主旨の御発言

もありましたことを考えますと、国の方でやる調査の方が民間委託で先行して、その後は

県も民間委託が多分あり得るだろうということで、ありきという考えでいき過ぎるのも困

るわけで、経済産業省の説明資料の記載ぶりはかなり慎重になってはおりますが、かなり

そこはかとなく、ありきかと思わせるような感じもなきにしもあらずなので、その辺はも

う少しこの後の議論で詰めていけたらと思います。 

 いずれにしましても、ここのところは民間委託を計画している月報の範囲、それから時

期という全体の総論的な話ですので、これ自体は整理して御説明をいただいたということ

で、大きな問題はないものと考えます。ただ、特に県事務をこれからどう考えていくかと

いうのは、今の議論の中でも出てまいりましたとおり、別途検討も必要なところかと思い

ますので、後ほどまたこの点も戻って検討する必要があるかと思います。とりあえずは今

後もこの論点につきましては、各方面の御意見も聞きながら慎重に対応することが必要と

いうような整理もしていく必要があるかと思っております。 

 ということで、ここのａ、ｂについてはひとまずこういう方向でということで承ったと

いうことで進めさせていただきたいと思います。 

 今度は次の論点の「ｃ 民間委託の業務内容」と、それから「ｄ 民間事業者を活用す

る際の留意点」ということでお願いをしたいと思います。では、よろしくお願いいたしま

す。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 では、少し長くなって恐

縮でございます。資料３の２ページ、「ｃ 民間委託の業務内容」について御説明をさせて

いただきます。①としまして、従前から民間委託を行ってきた業務としましては、調査関

係書類の印刷、印刷した関係書類について本省から直轄事業所と局・県への送付、また紙

調査票のデータパンチ業務については年度契約で外注を行っているところでございます。

加えまして、今回の民間委託では従前の業務のほか、46月報のうち局経由分の調査事業所

への調査関係書類の送付、また46月報についての調査票の回収、督促、審査、疑義照会、

集計等に係る業務を一括して委託することを想定してございます。 
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 別紙２－２、Ａ３判の大きなフローチャートを御覧ください。これも字が少し小さくて

恐縮でございます。少し説明が重なる部分があるかもしれませんが御容赦いただければと

思います。調査の企画・設計については、上の方の左側に記載してございますが、こちら

は外注化するものではなく、今までと同様でございます。全月報同様でございまして、そ

れ以下、外注化する46月報とそれ以外の63月報に分けて記載しております。変更があるの

は46月報と記載された矢印の下の左側の部分でございます。 

 では、主に変更となる部分を中心に御説明します。調査関係書類の送付は、先ほどの説

明のとおりでございます。外注は調査関係書類の印刷・送付・回収・督促・パンチ出し、

それから個票審査、疑義照会、集計、サマリ審査までを予定しております。これは左側の

緑と水色の部分になります。個票審査、サマリ審査、集計については、これらには私ども

が現在使用しております、ＳＴＡＴＳをそのまま利用していただくということを考えてお

ります。中央下側にある部分が本省の業務になります。ピンク色の項目が外注化に際して

新たに生ずる業務でございます。具体的には、民間事業者から業務の進捗に応じた報告を

受けつつ実査のプロセス全体の管理を担うといった外注業務の進捗管理でございます。そ

の過程においては、個票・サマリ審査指導、また必要に応じて疑義照会の追加指示といっ

た業務がございます。黄色の部分は従来業務にあった部分ですが、本件外注により精度維

持のためのものといたしまして、必要に応じて本省職員が直接行う督促、照会、個票審査

があります。公表値作成に向けてのサマリ審査については、当面これまでと同様、十分に

本省が行うことによって精度維持に努め、私ども経済産業省の責任において調査を実施し、

その結果を公表していく所存でございます。 

 民間委託に係る事務量というものを示すようにというお話でございます。これは席上配

布資料で御説明させていただきます。これはあくまでも外注化する46月報に係る一月分の

通常業務について、本省分の現行担当者の業務ボリュームと、それから外注後に想定され

ます事務量を試算したものでございます。本省では１人の担当者が外注する予定の月報と

そうでない月報、更に直轄分と局経由を担当しているということでございまして、この事

務量の推計は非常に難しかったわけでございます。本省分も非常に推計が難しかったとい

うことで、局は９局ございますが、更に計算が難しいということで、この資料では本省分

のみとさせていただいたものでございます。また、外注化後についても同様ですが、今後

を担保するものではないということから席上配布とさせていただきました。 

 資料３に戻っていただきまして②でございます。商動調査では外注化が今年の９月分

からスタートしたばかりですけれども、調査票の送付・回収・集計業務に民間事業者を活

用することによりまして、業務量に増減がある督促や疑義照会にも機動的に対応が可能だ

ということでございます。また、民間委託が浸透し、本省職員の実査・集計業務が軽減さ

れることによって、限られた職員を社会経済情勢の変化等に対応した調査の企画・設計や

分析業務に重点化できると考えたわけでございます。生動調査におきましてもこれらの効

果を期待しているところでございます。 

 具体的に申し上げれば、調査品目の見直しとしては新規調査品目の検討や調査品目の品

目定義や括り等の見直し、調査分析としてはデータの詳細なチェックや、報告者や利用者
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の立場に立った分析、情報の発信などに重点配置したいと考えております。現状を申せば、

今の体制では統計作成の通常業務でかなり手いっぱいなところがございまして、製造設備、

調査対象工場を見る、そして現場の人の話を聞くといった現地調査でありますとか、最新

機器等の展示会の見学、情報収集、更にはスキルアップのための研修への参加なども想定

しており、外注化に伴って外注された業務に見合うような人数につきましては、人材育成

も図っていきたいと考えているところでございます。 

 続きまして資料「d 民間事業者を活用する際の留意点」というところで説明させていた

だきます。①の結果精度の維持・向上につきましては、報告者への督促、審査・疑義照会、

集計の手順の３つの観点に分けて説明させていただきます。 

 まず１つ目の黒丸、「報告者への督促」でございますが、１番目として、現在、本省職員

は月報ごとに担当が決まっており、自分が担当する月報の審査・照会業務といった督促業

務以外も並行して行っておりまして、督促業務の遂行には大きな時間的制約があるわけで

ございます。一方で、業務を受託する民間事業者においては、業務量に応じたスタッフの

増員などの対応も含め、短期間に集中して督促を行うことが可能だと考えております。更

に、民間の視点に基づく督促等の高いスキルがあるということ、また、先ほどマニュアル

の話でもございましたが、私どもがこれまで行ってきた督促のノウハウを引き継ぐという

ことで、従来の回収率を維持できることが見込まれているわけでございます。 

 ちなみに、商動調査において民間委託後、現時点でほぼ一月、調査を実施しております

が、これらの取組により、外注化前と同等の回収率を維持できていると聞いております。

また、調査統計グループ全体における民間委託を行っている他統計調査の回収率は表のと

おりでございます。おおむね外注化後も回収率は維持できているところでございます。 

 ２番目ですが、本省及び局で行われている報告者の事情を勘案した督促を民間事業者が

継続してできるように、督促マニュアル等を貸与することを考えております。具体的な内

容としては、先ほど少し申し上げました督促の日にちについては、報告者によってはこの

日以降でないと督促はやめてくれとか、督促方法はファックスがよい等々ございます。そ

ういう時間帯、方法等を報告者ごとに情報収集、作成してマニュアル化し、それを貸与す

る予定でございます。 

 ３番目として、民間事業者が再三にわたり督促するにもかかわらず回答が得られない、

協力が得られない、又は経済産業省の職員でないと対応しないという事業所も想定されま

す。そういった場合には、本省職員が直接督促等を行うことにより回収を図り、回収率を

維持したいと考えているところでございます。 

 続きまして、２点目の黒丸、「審査及び疑義照会等」でございます。 

１つ目として、審査は現在私どもが使用していますＳＴＡＴＳをそのまま民間事業者が

使用して実施すると同時に、本省担当者も民間事業者の審査実施履歴を確認し、必要に応

じて本省職員が個票審査を実施して、民間事業者が行っている審査に漏れがないかどうか

にも対応していきたいと考えております。 

 ２つ目として、疑義照会等についても督促の場合と同様に、エラーが多ければ民間事業

者に人を増員させて、短期に集中して事業所へ照会するなど、その対処を迅速に行うこと
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でより効率的に業務を実施できると考えております。また、照会に対して、事業者の回答

が不明確な場合や照会漏れがある場合には、疑義照会の追加指示や場合によっては本省の

職員が直接事業所へ照会を行うことで、報告内容に対する審査等を確実に行えるというこ

とを想定しております。 

３つ目としまして、実際の委託業務開始前には、民間事業者が疑義照会を円滑に行える

ように各月報・品目の特性など、疑義照会に際して必要と思われる情報を民間事業者に貸

与する予定でございます。 

 ４つ目としまして、今、説明しましたとおり、照会に係る必要な情報の民間事業者への

貸与、民間事業者から提出される照会結果の確認、照会の追加指示、調査対象への本省職

員の照会の実施など、事業所の数字が大きく変化した場合でも確実に要因を把握すること

が可能となると考えております。 

 ３つ目の黒丸「集計の手順」についてです。民間事業者は個票審査、サマリ審査を繰り

返し実施して、指定の期日までに集計値を作成することになります。本省では民間事業者

から提出された照会結果票を適宜確認しながら、この集計値につきましても自らサマリ審

査を実施して、集計値に疑義がある場合には民間事業者に再度個票に立ち返って確認を依

頼することなどを想定しており、精度の維持に努めたいと考えております。 

 続きまして、資料の５ページ目になりますが、「②報告者の秘密の保護」について、これ

を徹底するために仕様書に明記する内容としては、民間事業者活用のガイドラインに沿っ

た形で、以下７点ほどを想定しているところでございます。 

 １番目として、民間事業者が業務を実施する際に民間事業者の事業所内に開設する業務

室については、関係者以外の入室を制限するための措置や災害に備えた防火・防炎・防水

等の設備を備えるようにということで、委託したいと考えております。 

 ２番目の事業所への立ち入り検査でございます。セキュリティ対策の履行状況を確認す

るため、本省職員が管理状況の報告を求められるようにし、更には私どもが本業務の遂行

におけるセキュリティ対策の履行が不十分であると認めた場合には、直接立ち入り検査を

実施し、疑義部分を確認するということを考えております。 

 ３番目として、統計法の遵守でございます。民間事業者は本業務の実施に際して統計法、

その他関係法令を遵守すること、また本委託業務に従事する者に対して、統計法において

調査票情報の適正管理義務とか守秘義務、また、それらに違反した場合の罰則規定等につ

きまして、研修・指導を通じて周知徹底を図るよう指示したいと考えております。 

 ４番目として、データの持ち出し、運搬等でございます。経済産業省鉱工業動態統計室

から紙調査票、記録媒体及び記憶媒体等の持ち出しを管理する措置を講じたいと考えてお

ります。また、持ち出しに際しては、衝撃に対する破損・紛失等を考慮した施錠可能なジ

ュラルミン性のケースなどを使用して運ぶこととし、記憶媒体内のファイル暗号化、パス

ワードを設定して取り扱うことを想定しております。 

 さらには、業務室と鉱工業室のファイル共有化及びメール等については、強固なセキュ

リティを備えた方法で行われるように指示をしたいと考えております。 

 ５番目のデータの保管及び処分方法でございます。民間事業者は契約期間中、調査票の
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関係資料については業務室内に施錠可能な専用ロッカー等にて施錠の上、厳重に保管する

ということを指導いたします。また、端末やサーバ内に保存するデータについては、パス

ワード設定等によるアクセス制限等の強固なセキュリティを備えた方法で保管するよう指

示したいと考えております。なお、契約期間終了後には、当省の指示に従いまして、復元

できないよう全て情報を消去し、その旨報告いただくような形としたいと思っております。 

 ６番目として、ＳＴＡＴＳの運用でございます。民間事業者が外部接続によりＳＴＡＴ

Ｓを利用する場合には、事前にセキュリティ対策要件や制限等について当省と協議をして

いただいて、合意した上で利用するということを想定しておりますし、当然その利用は業

務室内に限定するということでございます。その外部接続の事前の協議の際には、調査統

計グループの情報部門であります統計情報システム室という専門の組織がございますが、

ここの職員にも入ってもらいまして、本件民間事業者の外部アクセス方法について、セキ

ュリティが十分に確保されているかきちんと確認した上で、利用を認めるということを考

えております。 

 ７番目として、再委託でございます。データ入力業務等を再委託する場合には、再委託

先のセキュリティ等について、事前に当省と協議することを前提としております。また、

再委託先に対しても、本体を受託する民間事業者と同レベルのセキュリティ対策を求める

ことを想定しております。さらに、必要に応じて職員が再委託先にも立ち入り検査等を行

うことにより、セキュリティ対策の実施を確認し、秘密保護を徹底したいと思っておりま

す。また、現時点で再委託が想定される業務ということでございますが、これには、現在

私どもが民間委託を行っているものを想定しているところでありまして、調査関係書類の

印刷・発送と調査票のデータパンチ業務でございます。 

 ③の信頼性の確保の観点で、以下２点ほど説明させていただきます。１つ目ですが、商

動調査におきまして報告者に対する信頼性の確保のために、今年度の調査関係用品の発送

時に事前に民間委託する旨の連絡を行うとともに、当省のホームページにもその旨を掲載

したところでございます。また、民間事業者からも同様にはがきにより、受託に伴う事務

局開設、設置をした等の通知を調査前に行っております。民間委託後も調査票の提出先を

当省として、国の調査であることを明確にしているところでございます。その他、統計法

に基づく守秘義務については十分なセキュリティ対策を講じているという旨も説明してい

ることから、現時点で報告者から懸念を示された事例はないということでございます。 

 ２つ目として、このような商動調査の取組を例にしまして、生動調査では以下の取組を

実施することを想定してございまして、商動調査とほぼ同様な形をとりたいと思っており

ます。当省のホームページにおいて、本調査を民間委託している旨を明示するとともに、

その民間事業者の名称や電話番号等の情報をきちんと掲載する。更に、調査開始前の平成

29年８月頃までに、調査経路が変更になるという旨や本省が本調査を民間事業者に委託し

た旨を通知し、その中で本受託業務のために開設した事務局の名称や電話番号、事業所の

名称等について明記するというように考えております。 

 次に、④の民間事業者の履行能力の確認について説明します。最低価格落札方式ではな

く、総合評価落札方式を採用し、評価項目に民間事業者の履行能力を確認する項目を設け
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て、その履行能力を加味して選定を行うことを予定しております。具体的には応札仕様書

に業務計画に関する資料等の提示に加えて、業務を効率的に行うための有効な方法を提案

していただき、その内容を踏まえて民間事業者の履行能力を判断する予定としております。 

 この総合評価落札方式を少し説明させていただきます。これは、商動調査等、私ども調

査統計グループの統計調査の委託事業者決定の際に用いられる入札方式でございます。こ

れは価格と技術、創意工夫等を総合的に評価して、最も優れた提案をした事業者と契約す

るという方式でございます。実施計画、実施体制、個別業務ごとの実施方法等について、

評価項目、これはかなり細かいチェックリストになりますが、この評価項目を私どもが事

前に提示し、それに対して事業者が提案書を作成します。その評価項目により必ず要件を

満たしていなければならない項目があったり、提案内容によって加点されるというような

項目があり、合計点数を技術点とし、価格点と技術点を合わせて総合評価をして落札者を

決定する方式でございます。 

 説明は以上でございます。 

○川﨑部会長 多岐にわたる説明をありがとうございました。それでは質疑応答に入りた

いと思います。何かこれまでの御説明の中で御質問、御意見等ありますでしょうか。特に

民間委託の業務内容をどういうふうにやっていくのか、それからその留意点ということで

いろいろございます。どのような点からでも結構です。 

 お願いいたします。 

○西郷委員 具体的な話というよりは原則論のようなものになってしまうかもしれないの

ですけれども、審査及び疑義照会等というところで、今現在、経済産業省でお持ちの審査

の疑義照会のノウハウは民間事業者にきちんとマニュアル等を通じて伝達されるというこ

とですが、審査に関しては毎回毎回の調査も大事であるとともに、製造業もどんどん変わ

っておりますので、審査の内容や何かもどんどん変わる、そういうノウハウの蓄積という

のも重要なのではないかと私は考えております。そうすると、例えば単年度契約で民間事

業者にそういうものが委託されたとすると、審査という作業にとって重要なノウハウの蓄

積というのがどういうふうに行われるのかというのが、私としては非常に心配していると

ころで、それについてどういうお考えをお持ちなのかということを伺いたいということで

す。 

 あと、民間事業者の選択に関して総合評価落札方式を採用する、これは厚生労働省等で

も行っていて、価格だけではなく調査の質あるいはデータの質ということに鑑みて業者を

選ぶというのは大変重要なことだと思っており、これは非常にプラスの評価ができると思

います。それと先ほどとの兼ね合いで、せっかく民間の方が、例えば厚生労働省の調査で

すと、厚生労働省の方で指定した督促の回数よりも多くやるというような業者も出てきて、

そこが最終的に落札するというような例も見聞きしております。民間開放に踏み切ったこ

とをネガティブに捉える面もありますけれども、そういった民間の工夫というのをノウハ

ウの蓄積の中で吸い上げる仕組みも同時に考えていただくと、むしろ積極的にそういうこ

とを活用するという視点もあるのかと思って、そういったことも踏まえて、審査のノウハ

ウの蓄積を民間開放という条件の中でどういうふうにしていくのかということについてお
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考えがあれば伺いたいのです。 

○川﨑部会長 いかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 まず１点目でございます。

民間事業者が審査した結果、更に照会した場合についても、その内容・結果についてはき

ちんと履歴を残していただく。履歴を残していただいたものを私どもも共有できると考え

てございます。それが蓄積されて次の審査の際に活かされていく。つまり、あの時にこう

いう聞き方をしたが、同じような事象でエラーが出た際に、これは改めて照会することで

はなく、こういうことです、と、随時、蓄積をしていくことを想定してございます。更に、

私どももそれをマニュアル化し、もし次の年度で事業者が変われば、それはきちんと対応

しながら進めていくということを想定しております。 

 それからもう１点、これは後ほどの議論になるかもしれませんが、受託した民間事業者

の創意工夫による成果、例えば疑義照会の回数が減ったとか、こういう督促をしたら回収

が少し早まった等もきちんとウォッチしていかなければいけないと考えてございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。他にはいかがでしょうか。 

 どうぞ、河井委員。 

○河井委員 幾つかあるのですけれども、まず資料３の説明資料に基づいてお聞きしたい

のですが、まず最初の３ページ目の回収率、４ページ目に表が出ていますけれども、こち

らは数字だけ見ると改善しているというか、民間委託前と民間委託後だとどれも改善して

いるようなのですが、それは民間の何か努力があるのか。どういう理由で改善しているの

かというのが１つです。あと、回収率が上昇しているという問題だけじゃなくて、データ

の質がどうなのかという情報です。エラーが増えたとか、チェックの回数が増えたとか、

さっきも少し議論に出てきましたけれども、そういう情報があれば教えていただきたいと

いうのが１つ目。 

 ２つ目は５ページの報告者の秘密保護というところで、ＳＴＡＴＳというシステムをお

使いになっているということなのですけれども、外部接続をするということが６番目のと

ころに記載してあるのですが、ネットワークで接続するというと、中の情報が漏れてしま

うのではないかという危惧が必ず出てくると思うのですが、その点です。ネットワークに

完全につながないとかいう可能性も、実は我々というか、大学で入学試験の情報とかいう

のは外部接続が絶対できないような、ネットワークから乖離したシステムを使っているの

ですけれども、そういったことはお考えになっていないのか。外部接続できない環境を保

持するという形をとっていない理由とか、それに対する評価というのを、あれば教えてい

ただきたいというのが２つ目。 

 ３つ目が６ページの民間委託を行っている業務の再委託の件ですけれども、再委託で③

のちょうど上のところに２項目、現在民間委託を行っている次の業務については再委託を

想定していると記載していますが、先ほどのノウハウの蓄積とか、あるいは事業者が新規

投資をするということになると、再委託されているというのが担保されるのが重要だと思

うのですけれども、その他の項目について再委託の可能性というのをお考えになっていな

いのか、それが３番目の質問。 
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 申し訳ありません。４番目ですね。③の商業動態統計調査においては過去に経験がある

ということなのですけれども、実際、落札方式ということは入札していただくわけですよ

ね。大体どれぐらいの業者の方が入札されるのか。それで落札する業者の数というのは１

つなのか、あるいは複数なのかというような情報も、もしいただければ、どれぐらい競争

性があるのかとかいうのを知りたいので、教えていただければと思います。 

 あと、最後の質問なのですが、もう１つだけ。６ページの先ほど西郷委員も御質問にな

られた総合評価落札方式についてですけれども、どういう項目を評価対象にしているのか

というのを、もしリストがあれば教えていただきたいというのと、そういう評価項目とい

うのを民間業者に公表しているのかということです。あと、もし点数とかを付けていると

したら、その点数がどれぐらいの程度のものなのかという情報が、もしあれば教えていた

だければと思います。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。多岐にわたりました。５点ほどあったと思われま

すが、一つ一つ順番にお願いできますでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、まず回収率の

ところでございます。私どもはこの結果をもって維持されていると説明させていただいて

いるところでございます。それはやはり商動調査のときでも、外部リソースのメリットと

して、督促の高いスキルや人的投入を集中的にできるということが、やはりこういう業務

でも行われていると考えているところでございます。 

 それからもう１点の質問、調査票の枚数だけではなくて、中身、質はどうかというとこ

ろございます。残念ながらこれは非常に難しい質問でございまして、外注を行っている調

査担当課室に聞いてもうまい答えを出してくれるかどうか、回答が非常に難しいところか

と思います。 

○河井委員 例えば、さっきのフローチャートで再審査とかチェックの件数がどれぐらい

になったとかいうのもないですか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 すみません、他調査のた

め今現在手元にはございませんので、確認してみます。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 あとは有効回答率という手もあ

るかもしれないでしょうね。 

○荒川経済産業省大臣官房調査統計グループ統計企画室長 よろしいですか。 

○川﨑部会長 どうぞお願いいたします。 

○荒川経済産業省大臣官房調査統計グループ統計企画室長 この資料にあるのは企業活動

基本調査、海外事業基本調査、それから海外現地法人四半期調査の回収率だけですが、ホ

ームページには有効回答率も載っていまして、ほぼ同じ程度、二、三％下がるかもしれま

せんが、ほぼ回収しております。これは１つの例ですが、どこの会社かとは申し上げませ

んが、自分が委託会社に行ったときには、回収目標率を紙に書いて電話の前に貼って、こ

れを何日までに目指しますという感じで、電話をかけている方々のインセンティブを上げ

るようなことを実施しているのは事実です。回収率がどうだったというような具体的な数
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字については、先ほど秦室長も申し上げましたけれども、資料を調べさせていただきたい

と思います。 

 以上です。 

○河井委員 １点危惧しているのは、回収率を上げるという目的を優先させると質が落ち

てしまう可能性がある。マルチタスクを設定した方がよいというのがあるので、総合評価

方式というのはよいと思っているのですけれども、やはりそのためには質をどういうふう

に数値化するというか、評価するための指標というものが明確化されていると我々はすご

く安心するので、そういったものをやはり示していただきたいと思っております。 

○川﨑部会長 なるほど。では、その点は一応、いろいろ難しいところはありますけれど

も、御意見として承りながら、今後また議論を深めていきたいと思います。では、以上で

１点目の方はよろしいでしょうか。 

 ２点目に進ませていただきますが、ネット接続の問題です。こちらはいかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 ＳＴＡＴＳを事前協議の

上、外部接続も可とするということでございます。一方で、外部から情報システムを使う

場合は、私どもも当然その契約の中で政府機関の情報セキュリティ関連の基準を満たす、

こういう二重にした対応を求めるよう、契約書の中できちんと明記をするというのは当然

のことだと考えてございます。 

 もう１つ、実際に今、外部接続というシステムを作っており、それを使う場合には当然

ＳＴＡＴＳの利用申請書や誓約書を提出していただき、利用者ごとにＩＤ、パスワードを

付与しております。一方で、操作ログも取得して管理をしているということでございます。

外部接続とは、仮想デスクトップを想定しましてそこに接続をする、つまり私どもの中に

あるサーバに直接接続に来るのではなく、ワンクッション置いて接続を認めるということ

でございます。そして、民間事業者が利用するパソコンの設定に基づいて、接続するとい

うことでございます。このような安全に接続する仕組みを作った上で、民間事業者の事務

室からデータセンターの仮想デスクトップに接続するということを考えております。 

○川﨑部会長 よろしいでしょうか。河井委員の御質問は、私も同様の懸念を持ちながら

伺っていたのですが、この調査の受託したデータの範囲以外のところまでさわり得るのか

どうかとか、今の仮想デスクトップというのがどういう概念かよく分かりませんが、それ

が完全に本体から切り離されているのだったら、実はＳＴＡＴＳにアクセスしていないこ

とになってしまうわけだと思うのですが、その中にどこまでの情報が入っているのかとい

うのは結構大きなポイントになると思うのです。つまり、業者が仮に守ったとしても、そ

の業者のセキュリティが破られることも考えておかなければいけないということがあると、

ものすごくこの問題はリスキーだという気が私はしているので、ここで若干の議論のやり

とりの中だけで大丈夫ですというのを、なかなか結論を出しにくいところかと思いながら

伺いました。 

 ひとまず、こればかり議論するわけにいきませんので、次の論点に進ませていただきた

いと思います。３点目が再委託の関係かと思いますが、進ませていただいてよろしいでし

ょうか。それではお願いします。 
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○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 再委託で想定以外の業務

というのは実際ありそうかという御質問です。例えば商動調査や特定サービス産業動態調

査も一部業務を外注していますが、やはり私どもが考えているのと同じような業務のみが

再委託でございまして、それ以外は本件を受託した民間事業者が直接やっておられると聞

いております。 

○川﨑部会長 それでは続きまして、今度は商動調査等の御経験から応札数ですとか、あ

るいはその競争性がどれぐらいあるだろうかというようなお尋ねだったかと思いますが、

いかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 すみません、そのデータ

は持ち合わせておりません。 

○川﨑部会長 そうですね。すぐ出しにくいかもしれません。それでは、またこれは次回

でもお願いできたらと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい。 

○川﨑部会長 その次が、最後、総合評価の項目等。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 これにつきましては、ど

ういう項目を評価リストに載せているか、それから点数配分はどうなのかというのは、入

札のときにオープンにしており、私どものホームページにも掲載しておりますので、どな

たでも御覧になれるということでございます。 

○河井委員 落札業者の評価も、あるいは事後評価になるのかもしれないのですが、どう

いうふうに評価したとかいうのもオープンになるのですか。そこまではしないのですか。

通常よその業者までは教えないということなのではないですか。自社の評価までは多分教

えていると思いますけれども。 

○川﨑部会長 どうぞ。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 開札のときに

入札してくださった業者が来ますので、そこで技術点と価格点と価格は全部公表します。 

○河井委員 ご本人には。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 そうです。 

○河井委員 お知らせするけれども、それは公表することはないと。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 普通、一般に

公表するかと思います。 

 

○川﨑部会長 他社の分まではしないですよね。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 会計課で落札

者を決めないといけないため、点数等は全部その場で決定します。 

○河井委員 そのウエイト、いろいろな項目がある中のどれを最も重視するとか、そうい

うものも。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 それは価格点

と技術点で決まっています。 
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○西郷委員 点数表は公表されている。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 はい。技術点

が大体200点満点で、価格点が100点満点です。 

○河井委員 なるほど。それではどういうところを経済産業省が重視しているというのは、

向こうは分かっている。 

○城田経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室統括統計官 はい。応札要

領の項目ごとに点数の配分が決めてあります。 

○河井委員 ありがとうございます。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 そこは公表データですので、次

回また公表されているものはこういうものですよということで。 

○河井委員 もしリストがあれば。 

○川﨑部会長 そうですね。参考までにそういうイメージでもいただいたら、話が早いで

すね。 

○河井委員 ホームページに出ているのであれば、いろいろ見ようと思います。 

○川﨑部会長 そうですね。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 もう消されているかもしれない。

入札が終わってしまうと。 

○河井委員 そうですか。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 大体入札はそういうパターンが

多い。 

○荒川経済産業省大臣官房調査統計グループ統計企画室長 入札情報については、当省の

ホームページに何日までが締め切りですということが載っています。また、入札に必要な

資料も載っています。ホームページを見ていただければと思いますが、他の調査の入札案

件が現在掲載されているかどうかというのはございます。 

○川﨑部会長 多分入札情報は、あまり長くやっておくと古いものまで誤解して応札され

たりするようなおそれがあるから、あまり長くホームページに掲載しない傾向がどうもあ

るように思います。だから、むしろ次回こんなイメージですというのを出していただけた

ら、大変話が早いと思います。 

○河井委員 お手数ですが、よろしくお願いします。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。いろいろ深い御議論がありましたが、私ももう１

点だけ、お尋ねさせていただきたいと思うのですが、実は民間委託をやった場合に非常に

難しいのは、今までのお話に加えてスケジュール管理みたいなところがあると思うのです。

実は委託事業をどう管理するかというのはすごく通常の内部業務の管理以上に難しいとこ

ろがあって、やっているはずと思ったら全然進捗が遅れていたとか、結果、気が付いてみ

たら全体に遅れが出ているというようなことが起こったりすることがしばしば委託業務の

中ではあると、私は他の業務からの経験で聞いているのですが、この場合の進捗状況の管

理とか、要するにこれは月次の報告ですから、遅れたらいろいろな統計に影響が出てくる

わけです。その管理はどんなふうにされるのだろうかというのを、とりあえず今日の段階
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ではざっくりお話をいただいて、またその辺りはかなり重点課題でもあるのかと思います

ので、これまでの他の統計の経験なども踏まえて、様子をお知らせいただければと思うの

ですが、いかがでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 非常に短期間で行う業務

でございますので、そこは私どもも先ほども言った審査や集計値の状況、回収状況を見な

がら、常に民間事業者に指示又は相談していくために、週報、日報といった連絡票を作り

ながら進めていきたいと思ってございます。 

○川﨑部会長 なるほど。分かりました。 

 はい、どうぞ。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 今のところに関連してなのです

が、説明の中で、経済産業省の担当の方は自分の審査分も持って、なおかつ今度の委託さ

れる部分も持っていく。つまり、管理する部分と自らやる事務が輻輳するような気がする

のです。効率的というのを考えれば、民間に委託する業務を専らにする人みたいなことで

指定された方が、効率的なような気がするのですが、今度組み替えたりしているのですか

という、その辺が少し分かりにくかった。なぜそういうふうにやるのかというところと、

あと、民間事業者さんの創意工夫の余地というのは業務量変動への対応みたいなのが大き

いかと思うのです。それは確かにおっしゃるとおりだと思うのですけれど、その際に業務

量がどの程度になるか分からない、通常携わる人、それから予備的に携わる人という、そ

うなると、かなり幅広に人材養成をというか、研修したりしないといけないのですけれど、

その辺が担保されているのか。最後に１点だけ、事業所が郵送した調査票は事業者に直接

入ってくるのですよね。経済産業省には入ってこなくて、郵送の調査票は事業者直送にな

るのですよね。ここで、調査票の提出が引き続き経済産業省としてというようなところは

あるのですけれど、この辺が何か一遍経済産業省に入ったものをまた事業者に持っていく

のかとか、その辺はどうなっているのですか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 まず、本省の担当につき

ましては、審査官の御発言もあったのですが、現在外注化・非外注化が入り乱れている状

況の中で、どうしたら効率的に業務を行えるかということをきちんと踏まえた上で決定し

ていきたい。外注化は、まだ１年後ぐらいの状況ですから、今後、決定していきたいと思

っております。 

 それから、民間事業者側のマンパワーの問題については、大体今まで督促は比率的には

このぐらい行っていた、このぐらいのケースを行っていた、審査はこのぐらいの件数だと

いう事例を計数的に集めておりますので、おおむねそこは民間事業者にとっても最初は大

きな変動がないだろうと思います。そういう意味で、民間事業者側もどのぐらいのマンパ

ワーが要るというのは想定していただけるのかと思います。 

 また、提出先ですけれども、これは商動調査と同様に経済産業省本省宛てに送っていた

だくということを考えております。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。今の前段の方のお話の、一体この業務で担当が

どういうふうになっていくか、担当の中での効率化がどれぐらい図れていくのかというの
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は私も非常に気になるところで、この民間委託の大きな目的がやはり本省業務の効率化、

あるいは経済産業局の業務の効率化を図りながら重要な企画部門に特化していこうという

お考えのようなのですが、そうすると、それが本当にどれぐらい効果があるのかというの

が、先ほどの詳しいこの表での御説明にもありましたけれども、なかなか数字で測り切れ

ない、見えにくいところもあろうかという気はするのです。そんなこともありますので、

今回の統計委員会での、特に委員長からの御発言なども踏まえますと、やっぱり本当にこ

れがどういうふうに効率化につながるのかとか、それが実際に必要な業務に特化するとい

う方向に行けるのかどうかというのは、今後も我々部会としても、また委員会としても引

き続きよく検証させていただくことが必要ではないかと感じております。 

 ということで、なかなかこれはすぐ全てここで結論が出るばかりの話ではないかとは思

いますが、今日御議論がありましたこと、またお答えいただいたことを踏まえまして、こ

こではいろいろ留意点が挙がっておりますけれども、更なる留意点というのが更に整理で

きるかもしれませんので、また今後この部会の中で審議しながら整理できたらと思いまし

た。ということで、ここで一応ｃとⅾの論点まで御説明をいただいた、また御審議をいた

だいたということになりました。 

 では、大分これが重たかったですが、次に、「ｅ 実査スケジュール」と「ｆ 民間委託

後の影響評価」の論点につきましてお願いしたいと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 では、「ｅ 実査スケジュ

ール」でございます。これは民間委託後も現行のスケジュールと変わらないことを想定し

てございます。 

 現在のスケジュールにつきましては、先ほど別紙２－１というＡ４判を見ていただきま

したけれども、これの左側に大まかな日程が記載されてございます。月例の日程でござい

ます。調査票の回収につきましては調査規則である経済産業省令で定められている報告者

からの調査票の提出期日があり、局・県へは10日まで、それから局・県から本省へは15日

まで、直轄事業所からの本省への提出も15日までということで規則上決まってございます。

こういう提出期日を省令で定めていますほか、集計結果の確定日、速報・確報の公表予定

日はあらかじめ年間で設定し、これらのスケジュールに合わせて業務を進行させ、回収、

督促、データ入力、審査、疑義照会、集計等を行っておりまして、過去に公表が遅れた例

はございません。このようなスケジュールで民間委託後もきちんと管理しながら進めてい

きたいと思っております。 

 続けて、「ｆ 民間委託後の影響評価」でございます。これは外注仕様書において定めら

れる速報時や確報時の回収率の状況をきちんと把握しつつ、また民間事業者の創意工夫に

よって得られた結果として、例えば督促電話の回数や疑義照会の回数、そして内容等の変

化の状況によりまして外注化の効果の検証を予定しているところでございます。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。これについて御質問、御意見等何かございます

でしょうか。 

 基本的にはこれまでのスケジュールと変わらないで対応できるということで、結果の公
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表などには影響がないということで、これはよいことだと思いますが、逆に言えば前倒し

の可能性はないのかとか、それはやはり民間委託ですから難しいですか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 公表の前倒しということ

では、これは先ほど申した全体の４割弱の事業所の外注化ということでございまして、提

出率を御覧いただいて、全体を早めるというのは非常に厳しいと思いますし、むしろその

結果精度に悪い影響がやはり出てくるのかと思いますので、現状ではなかなか公表結果を

早めるというのは難しいと考えております。 

○川﨑部会長 そうですね。公表の早期化と結果の品質はトレードオフの関係にもありま

すので、あまり過剰に前倒し、前倒しというのも無理なところはあろうかとも思います。

ただ、その分だけやはり結果の品質評価というのはきちんとやっていただき、またそれが

今回の民間委託によってどのような影響があったのかというのはやはりきっちり評価して

いただき、またその結果についてもきちんと今後、実施段階になったら公表いただくとか、

そういったこともお願いをしていきたいと思います。 

 ということで、この辺りは恐らくスケジュールの問題ということ以上に、特に民間委託

後の影響の評価という観点からは重要な課題ということで、この部会の中では今後も取り

上げていきたいと考えております。 

 それでは、これでよろしいでしょうか。ｅとｆにつきましてはこのようなことで承りま

したということです。 

 これでｅとｆが終わりまして、論点の１の「（２）調査系統の整理」につきまして、説明

を事務局からお願いいたします。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。資料

２の４ページ目を御参照下さい。１の「（２）調査系統の整理」につきまして、まず変更の

概要について説明をさせていただければと思います。今回の変更につきましては、経済産

業局経由の調査で今回の変更後も継続される47月報の調査方法について、調査員調査、郵

送調査及びオンライン調査から、郵送調査及びオンライン調査に変更するというのが変更

の趣旨でございます。これについて審査状況でございますが、本調査のうち経済産業局経

由の調査方法については調査員調査、郵送調査及びオンライン調査ですが、平成27年度か

らは調査員調査は行われておらず、今後も見込みがないというところから変更するもので

ございます。これにつきましては、実態に沿った調査計画に変更することは適当であると

考えられますが、変更することに伴い、精度確保・向上の観点から支障がないかどうかを

確認する必要がございます。 

 続いて、それを踏まえた論点について説明をさせていただきます。大きく２点ございま

す。ａの論点としましては、「調査員調査から郵送・オンライン調査に切り替えた調査対象

の回収率の推移」、直近の部分について説明していただければと思います。続いて２点目は、

「近年の報告者変更の発生件数や、新規に報告者となった事業所への依頼、また、指導等

の方法」についてでございます。論点については以上です。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。それでは、経済産業省からの御回答をお願いした
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いと思います。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、まず論点のａ

でございます。局によってはもう10年以上前に調査員調査が終わっているというところも

ございますが、調査員調査から郵送調査又はオンライン調査への切り替えに伴って、報告

者の協力が得られなくなった事例はあるかということで局に確認しましたところ、調査員

調査終了後も回収率を維持できているという回答が返ってきました。 

 続きまして、ｂでございます。調査票改正や事業所の廃業・統合に伴いまして対象外と

なった事業所数、及び新設等により新たに調査対象となった各１年間の事業所数はこの表

のとおりでございます。調査の改正による調査事業所の減少要因でございますが、調査品

目の廃止、調査票の統合、そして調査対象規模、従事者数の切り上げなどがございます。

平成26年は比較的大きなマイナスでございますが、これは改正が大幅だったことから減少

幅が大きくなっております。また、報告者側の減少要因としましては、調査品目の製造中

止、そして事業所の廃業や統合などがあると考えております。逆に新設等の増加では、新

規品目として調査を開始した場合や事業所の新設、調査品目の製造開始などがあります。 

 また、局経由で調査する新規事業所への確認、記入依頼・指導等は局が直接行いまして、

実査も郵送又はオンラインで実施しております。 

 そういうことで、調査員調査として新たに事業所に依頼することはありませんし、基本

的には新規事業所について、調査員は介入しておりません。調査員は従前からこの事業所

ということで受け持ち事業所分を担当している状況の中で、調査対象事業所数そのものの

減少やオンライン提出の促進、そして調査員の高齢化等により、調査員が減少していった

というのが現状だと考えております。加えて、調査票改正がございまして、調査系統の変

更、具体的には局経由だったものを県に切り替えたというのが平成26年にございますし、

調査対象の規模上げについて精度を維持した上で報告者負担の軽減という主旨で、規模の

切り上げ等も平成26年に行っています。その時点で１局のみ調査員調査が残っていたので

すが、そこで終了したというのが現状でございます。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。これについて何か御質問、御意見等ありますで

しょうか。 

 どうぞ、河井委員。 

○河井委員 少ししつこいみたいなのですが、８ページのａのところの評価です。常に回

収率のことしか記載されていないのですけれども、回収率が担保されているというか、維

持されているというような御回答なのですが、実際、報告書や調査票とかを見ますと記入

するところが結構たくさんあって、きちんと皆書いてきてくれるのかという心配があるの

ですけれども、とにかく書いて提出されて回収率は担保されているけれど、その後の問い

合わせとか、あるいはもう少しここを直してくださいとかいうようなやりとりが増えてし

まうと、結局あまり効率化にはつながっていないのではないかというような危惧というの

を常に持ってしまうのですが、その辺の情報とかいうのはあるのでしょうか。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 この調査は御案内のとお
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り月例調査でございまして、基本的には書く項目が変動するということではありません。

それから１調査票当たりは多くの品目を作っている事業所は比較的少ないので、記入項目

もそれほど多いわけではないと思っております。そういう意味では、継続的に今まで書い

ていただいていたところについては、調査方法が変更されたとしても同じような内容で報

告していただいていると思っていますし、また調査内容の不備が多くなったということも

局からは確認ができておりません。 

○川﨑部会長 よろしいでしょうか。私からも念のための確認ですが、ｂの方の項目はつ

まり、この後の民間委託になりますと、調査対象事業所の交代のときには経済産業局から

アプローチされて、あるいは本省からアプローチされて、確認をして、その上でその事業

者に対して民間事業者が調査に当たるということですよね。だから、この仕組みはそのま

ま、ある意味民間委託でも残っているということでよろしいですね。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 局経由から民間委託にし

たものについては本省が調査対象か否かの確認を直接行っていき、調査対象であることを

確認できたところで民間事業者に依頼をする。残っている部分は、局が引き続き行うとい

うやり方でございます。 

○川﨑部会長 分かりました。ということで、これにつきましては既にこういう状況にな

りつつあるのを形式的にも確認していくということであろうかと思いますので、これにつ

いては、適当であるというふうなことかと理解いたしました。よろしいでしょうか。 

 それでは続きまして、１の「（３）提出先、提出期日及び提出部数の変更」の論点につい

て、事務局からの御説明をお願いいたします。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。資料

２の４ページ目中段を御参照お願いいたします。変更内容としては１の「（３）提出先、提

出期日及び提出部数の変更」の変更概要につきましてですが、これは１の（１）調査方法

の変更に伴い、民間事業者に委託される経済産業局経由の31月報について、提出先を経済

産業局長から経済産業大臣に、提出期日を翌月の10日から翌月の15日に、提出部数を２部

から１部に変更するというものでございます。これについて審査状況でございますが、31

月報については民間事業者への委託により調査票が経済産業局を経由しなくなるため変更

するものでありまして、適当であると考えております。 

 なお、論点につきましては、本変更内容が調査系統の変更に伴うものでございますので、

特段用意してはございません。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 この点につきましては、特段大きな問題はないということで、適当という

整理でよろしいでしょうか。 

 それでは、これはそのようにして処理させていただきます。 

 では、最後の論点となります。いよいよこれで論点メモの方はその他、５ページ目とい

うことですね。こちらの方も事務局からお願いします。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。資料

２の５ページ目を御参照願います。オンライン調査の推進につきまして概要を説明させて
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いただきます。第Ⅱ期基本計画において、統計調査の実施計画を企画する際、オンライン

調査を、以下中略しますが、導入している調査はオンラインによる回収率の向上方策につ

いて事前に検討するという旨が記載されてございます。これに係る審査状況でございます

が、本調査のオンライン調査の利用率は約55％となっております。近年漸増傾向にござい

まして、これは他の統計調査と比較すると比較的高い傾向にございます。ただ、本調査は

月次調査かつ事業所の入れ替えがあまりないということを考慮すれば、同一の報告者に継

続的に調査が実施されているものと考えております。このことから、オンライン利用率を

上げる余地はあると考えられ、回収率の向上策の対応状況について検討する必要があると

考えております。 

 その審査状況を踏まえた論点は大きく２点ございます。ａの論点としましては、「直近、

約３年間分の回収率やオンライン調査の利用率の推移」についてという点でございます。

ｂの論点としましては、「オンライン調査推進の今までの取組及びこれからの取組」につい

てでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。それでは、経済産業省からお願いします。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 先ほどこの表を使いまし

て提出率、オンライン率の概略を説明させていただきました。最近の評価はこの表のとお

りです。平成27年時点では108種類の月報、調査票がございまして、この中の本省直轄、そ

して局経由の調査票についての提出率やオンライン提出率は高い傾向にあると考えており

ます。なお、県には調査対象の小規模の事業所を主に担当していただいておりますことか

ら、提出率等が他の調査系統に比べて低いものにはなっておりますが、県の努力のかいも

あり、毎年上昇傾向がみられると思っております。 

 そして、オンライン提出のｂといたしましては、毎年秋、調査票提出促進運動というの

を実施しております。その際に、オンライン調査への切り替えについても働きかけるはが

き等を送付しており、そういう取組から少しずつ効果があり、オンライン提出率も増加し

つつあるのかと思います。民間委託後につきましても、オンライン利用促進についての取

組を実施したいと考えており、引き続きオンライン提出率の向上を図っていく予定でござ

います。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。では、この点につきまして御質問、御意見等あ

りましたらお願いしたいと思います。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 よろしいでしょうか。 

○川﨑部会長 どうぞ。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 確認ですが、経済産業局経由の

方が回収率、オンライン提出率も、いずれとも若干高くなっている。中規模事業所である

という冒頭の御説明でしたが、大企業の方が応じてくれないのか、経済産業局という地元

に根差した身近なところから働きかけがあることによる効果なのか、その辺りはどうなの

か。今回の民間委託の活用にも一応関連するところなので教えていただきたいというのと、
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民間事業者のオンライン回答が増えてくれば自分のところの業務も少なくなるということ

で、例えば今まで本省で行われていたような働きかけを、もともと事業者の工夫とか創意

によって今後、受託した事業者がやるというのも可能なのですか。それとも、最初に決め

られたことしかできないのか。その辺りはいかがでしょう。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 まず、局経由の分がなぜ

高いのか、確かに数字が他よりも少し高い状況なのですが、前者の御質問については、政

策部局、行政機関との距離は事業所が近いから局が高いのではないかという御推察であり

ます。むしろそれならば、県の方がより地場産業なりに近いのかと思われます。統計の調

査系統ごと、機関ごとに可能な最大限の努力をしていただきながら督促業務を行ってきた

結果であると私どもは認識しておりまして、回収率の差というのは、やはり調査系統ごと

が担当する月報の違いに理由があるものと考えております。先ほど別紙１で御案内しまし

たように、局が担当する部分の月報というのも、別紙１の表紙のところですが、実は調査

票番号でいうと6,000番台の化学のところが比較的回収率が高い状況なのです。一方で、本

省直送の一番下の方にあります非鉄等は回収率が低く、相対的に業種によって回収率に差

があるという実情でございます。そういう意味で、御懸念の局が事業所に近いから回収率

が高いのではないかということではなくて、むしろ担当する月報なり業種の特性がこのよ

うな結果を生んでいるのかと考えている次第であります。 

 それから、もう１点のオンライン提出促進も民間外注化の中の項目として入れ込んだら

どうかということでございます。これは十分検討していきたいとは思っておりますし、１

年目はこうやったから２年目は同じことしかしない、ということではなく、状況を見なが

ら委託できる中身も見直していきながら進めていきたいと思っております。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。私からも感想のような質問のようなものなので

すが、これまでオンライン回収率をどんどん高めてこられているという、この努力は大変

評価するところではあるのですが、そうは言いながらも、62％とか、本省あるいは経済産

業局直轄でも案外低いというのが、実は正直言って感じるところでも私はあるのです。要

するに事業所は割と大きな規模のところが多いですから、それにしては意外だという感じ

もするのですが、そう考えると、もしやもうある意味飽和状態で、ここでもう上限に達し

たのではないかという心配も持つのです。だとすると、その飽和状態を打破するためには

何が根本的なネックになっているのかというのを１回当たってみていかないと、これ以上

オンライン回収率が上がらないということが恐らく起こるのではないかと思うので、でき

れば何かそろそろ飽和に近づいてきているとするならば、限界に達している理由というの

をもう少し追及していただくと、その上で取組をまた次に向けて進めていただくとありが

たいと今思ったということで、これは少し感想のようなことなのですが、もしその辺りの

ことで御意見がありましたら。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 どうしてオンライン提出

をしていただけないのかということも事業所に確認はしております。やはり担当者が慣れ

ないというのもあるのですが、一方で、会社の中の事情というのもあるようでございます。
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例えばネット接続を認めていない会社があったり、報告するに当たって上司の許可が必要

で、そういう時には回覧をして承認をとった上で紙調査票等を提出するという会社もあり

ます。そういう意味で、どうしても出せないところも実態としてあると思っております。 

○川﨑部会長 分かりました。そういう状況も把握をされた上でのこの数字だということ

もよく分かりました。他にはございますでしょうか。 

 では、これで大体全部の事項の審議が終わりましたが、ここまで全体を通じまして何か、

振り返っていただきまして、もう少し審議が必要だとかいうことがもしありましたら、戻

っていただいても結構ですが、いかがでしょうか。 

○河井委員 すみません、１点。 

○川﨑部会長 どうぞ。 

○河井委員 先ほどの補足ですけれども、資料３の３ページとか４ページに統計として過

去の民間委託をした企業活動基本調査や海外事業基本調査とか、回収率の調査結果が出て

いるのですが、このような過去の経験で、先ほど申し上げたその他の要素ですか、疑義照

会の件数とか質問の件数とかいったものが、もし情報としてあれば提示していただければ

と思っております。それは参考になると思います。 

 以上です。 

○川﨑部会長 それは御要望ということで、何か可能な範囲でお願いできますでしょうか。 

○河井委員 もしあれば。 

○秦経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 帰って実施担当課室に確

認するしかないのですが、その情報をきちんと整理しているかどうかを確認させていただ

いて、次回お答えさせていただければと思います。 

○河井委員 できる範囲内で、もちろん構いません。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。他には何かございますでしょうか。 

 それでは、かなり詳しい御説明と、またいろいろな御意見をいただきましてありがとう

ございました。とりあえず現段階での私なりの理解をここで整理させていただきますと、

まず、生産動態統計調査を民間委託していくという大きな方向については、これ自体はこ

れまでの国の統計業務の中での民間委託という流れにも沿っているということもございま

す。また、経済産業省としてもより必要な部門に特化していきたい。そうやって、そうい

う人材の効率的活用あるいはそのリソースの有効利用ということでやっていこうという方

向で、これ自体は方向としては我々部会としても了解するものであろうと思っております。 

 ただ、今日いろいろいただきました御意見などを踏まえますと、いろいろ留意点がある

ように思います。例えば民間委託後の品質が確保できるのか。また、そうやって生み出さ

れたリソースは本当に今後とも統計の方で有効に活用されるのかという点があろうかと思

います。それからもう１つ、セキュリティの問題です。これはいろいろ配慮はされている

ということではありますが、万一破られた場合には非常に問題が大きくなるということで

もありますので、その点でも確認や留意点として何かを述べることも必要かとも思ってお

ります。それから、これは委員長の御発言にも関係しますけれども、民間委託ありきばか

りで議論をするのではないかということの確認という観点からも、国の直轄調査の部分が
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民間委託されたからといって、県の実施の調査にどうつながっていくのか。これはまたも

う少し議論が必要な部分があろうかと思います。というようなことがございますので、こ

れらの点については何らかの形で留意点として、最終的には答申案の中にも盛り込むなり、

あるいは何らかの形で記録に残すなりということができたらと思っております。 

 それから、今日、明示的には申し上げませんでしたけれども、私も少し気になっている

のは、国の統計調査自体全体として民間委託についてのガイドラインというものがござい

ますが、あれについても全部の統計調査について民間委託の横断的なあり方を示したもの

だと思いますが、それについて、これがどれぐらい適合しているのか、あるいはそのガイ

ドライン自体も更に改善していく余地があるのかとか、そういう議論も残っているのかも

しれないと思います。これは今日、十分議論できなかった点かもしれませんけれども、こ

の辺りはもう少し次回でも引き続き議論させていただけたらと思っております。 

 ということで、この後ですけれども、できましたら何らかの形で答申案といったものを

事前に委員の皆様にもお示ししながら、次回の部会審議に臨んでいくということで進めて

いきたいと思っております。ただ、今日いろいろな論点が出ておりますので、なかなか今

私が口頭で申し上げたことも、必ずしもきれいに整理できているわけではありません。し

たがって、それをどう答申案に盛り込むかというのも、これからもう少し私自身もよく考

えなければいけないことだと思っておりますが、そのプロセスで是非また委員のお二方に

はお気付きのことなどありましたら、できましたら今週いっぱいぐらいの目標で、お気付

きのことがあれば遠慮なく追加でお知らせいただけたらと思います。それらも踏まえて、

これからどういうふうな答申案としてまとめるかというのを最終的に考えて整理させてい

ただきたいと思っております。私の方ではそのように考えておりますが、あと幾つか委員

からの質問もございましたので、それにつきましてはまた経済産業省から次回お答えいた

だけたらと思っております。 

 以上が私の方からの整理ですが、特段何かまとめ方、あるいは整理の仕方で、ご意見等

はおありでしょうか。よろしいでしょうか。それでは、そのような形で一応、本日の審議

は終わらせていただきますが、最後に事務局から御連絡等がございましたらお願いしたい

と思います。 

○大森総務省政策統括官（統計基準担当）付 事務局から説明させていただきます。次回

の部会は12月20日火曜日10時から、本日とは違う場所で大変申し訳ございませんが、この

庁舎の７階中会議室において開催することを予定しております。 

 本日の部会審議につきましては、宿題となりました事項もございますが、主な論点、全

ての論点についての審議が一通りなされましたので、次回の部会審議では継続して審議す

ることになった点とともに、答申案について御審議いただくべく準備を進めたいと思いま

す。 

 答申案につきましては、本日の部会審議の結果などを踏まえて、部会長の御指示を仰ぎ

ながら統計審査官室で作成する予定でございます。先ほど部会長からお願いのありました

お気付きの点や次回の部会において必要な資料等がございましたら、準備の都合もござい

ますので、12月２日金曜日午前中までにメール等、適宜の方法により事務局までご連絡を
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お願いします。 

 また、本日の配布資料につきましては、次回以降の部会においても審議資料として利用

しますので、忘れずにお持ちいただきますようお願いいたします。 

 また、部会の結果概要等につきましては、事務局で作成次第、メールにて御照会いたし

ますので、御確認をよろしくお願いいたします。 

 最後に、すみませんが、席上配布資料については卓上に置いた形で残していただければ

と思っております。 

 事務局からは以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。では、以上をもちまして、本日の部会を終了さ

せていただきます。皆様、本当に御協力ありがとうございました。 


